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第４章 許可・認定申請の手続 

１ 許可・認定手続の流れについて 

手続の流れはおおむね次のとおりとなります。

建築計画の際には、必ず建築局市街地建築課許認可担当へ事前相談をお願いします。 

表13：建築基準法第43条第２項の規定による許可・認定手続の流れ 

項 目 注 意 事 項 

申

請

者

建築計画 ・法の道路を築造できる可能性の検討（道路位置指定、幅員４ｍ公道移管など）

・建築基準法、横浜市建築基準条例、建築基準関係規定のチェック

事前相談票 ・P.62の事前相談票を参照してください。

各課調整 ・必要に応じて道を管理している関係課と協議してください。

道路判定

委員会

・原則隔週開催（詳細の日程は担当者に確認してください。）

・必要書類／道路判定委員会の２週間前までに市街地建築課許認可担当に提出してく

ださい。（詳細は担当者と調整してください。）

各課調整など

関係法令等の

諸手続

・道路判定委員会(P.15)での指摘事項等の調整が必要です。

・許可・認定申請までに関連手続（関係機関との協議等）を終了させておくことが必要

です。

・必要に応じて近隣関係者への説明・調整を行ってください。

許可・認定申

請

・許可申請書正副（第43号様式）（P.63）又は認定申請書正副（第48号様式）（P.69）

・添付書類／P.44 表14（許可） 又は P.45 表15（認定） を参照してください。

・申 請 先／市街地建築課許認可担当

・手 数 料／許可の申請 33,000円

認定の申請 27,000円

建築審査会※ ・原則月１回開催

・許可申請時期／道路判定委員会図面審査の２日前までに申請してください。

・提出図書／建築審査会の１週間前までに建築審査会用図書（完成図書）21部を提出

（完成図書は、建築審査会の約２週間前に開催される道路判定委員会(P.15)で内容を 

チェックします。事前に担当者と図書作成について協議してください。）

現場整備確認 ・空地の道路状整備を要するものは、擁壁、塀、門扉等の構造物の撤去も含め、

許可通知書又は認定通知書交付前までに整備することが必要です。

許可通知書

認定通知書

・事務処理（消防同意・決裁）の後、許可通知書（第45号様式）又は認定通知書（第

49号様式）を交付します。

建 指
築 定
指 確
導 認
課 検

査
機
関

建築確認申請 ・許可通知書又は認定通知書（許可・認定申請書副本含む。）を確認申請書(副)に添付

し、許可通知書又は認定通知書の写しを確認申請書(正)に添付します。

※本許可・認定以外に条例に基づく許可等が必要な場合には、建築確認申請前に別途

許可等の手続が必要です。

確認済証交付 ・工事着工

特定工程完了 ・特定工程完了前に中間検査

工事完了 ・工事完了前に完了検査



- 41 - 

 

※許可に係る建築物で「建築審査会包括同意基準」に該当するものは、建築審査会への提案手続を省

略できます。この場合、申請図書に訂正等がなければ許可申請からおおむね２週間程度で許可になり

ます。 
 認定に係る建築物は、建築審査会への附議はありません。申請図書に訂正等がなければ認定申請か

らおおむね２週間程度で認定になります。 
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消防同意 

横浜市建築審査会 

（原則月１回開催） 

２
～
３
週
間
程
度

２
～
３
週
間
程
度

許可（許可通知書交付） 

建築基準法に規定する道路に２ｍ以上接していない敷地 

法第 43 条第２項の規定による許可・認定事前相談（市街地建築課許認可担当） 

該当 

道路判定委員会 (原則隔週開催) 

判断に苦慮 
する特殊事例 

非該当 

回答 

該当 非該当 

許可・認定申請（市街地建築課許認可担当） 

建築確認申請（建築指導課・指定確認検査機関） 

１
～
２
か
月
程
度

２
週
間
程
度

市街地建築課許認可担当 

個別提案基準案件 

（建築審査会への提案 必要） 

包括同意基準案件 

(建築審査会への提案 不要) 

包括同意基準 

２
～
３
週
間
程
度

道路判定委員会 

(原則隔週開催) 

図面審査 

同意 

回答 

認定基準又は包括同意基準（許可） 

該当 

認定基準案件 

２
～
３
週
間
程
度

回答 

認定（認定通知書交付） 

２
週
間
程
度
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２ 申請書類について 

（１）事前相談

ア 事前相談（道路判定委員会）

建築基準法第 43 条許可・認定事前相談票（P.62）に必要資料を添付して提出してください。

これにより許可・認定適用の可否を検討します。

なお、必要に応じて道路判定委員会に提案することがあります。

※建築審査会に提案し、個別に同意を得る案件は全て道路判定委員会への提案が必要です。

イ 相談者への回答

許可・認定適用の可否を回答します。その際、次のような条件を提示します。

■条件の例

包括同意基準 １ ：広場等の管理者との協議等

２ ：道の管理者との協議・関係権利者からの誓約書の提出等

３－２：制限解除等の場合は誓約書の提出等

３－３・３－３の２：空地に関する関係権利者からの誓約書の提出及び建築計画に関する基準

等

認定基準 １ ：道の管理者との協議・関係権利者からの誓約書の提出等

認定基準 ２ ：道に関する関係権利者からの承諾書の提出及び建築計画に関する基準

等

 包括同意基準や認定基準には該当しないものの、道路判定委員会において建築審査会に

個別に提案することができると判断された場合については、同委員会からの条件（空地、建

築計画、その他）を提示します。

※上記いずれの場合であっても、接道に関する条例に基づく許可が必要な場合には、法第43
条第２項許可・認定の事前相談とあわせてご相談ください。
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（２）許可申請

許可申請書正副（第 43号様式）には、表 14に示す資料の添付が必要になります。また、許

可通知書の交付前までに現場整備の確認が条件となります。手数料として 33,000 円が必要で

す。

■現場整備の確認のポイント

包括同意基準 ２ ：道の存在を確認（不要の場合あり）

３－２：予定道路の位置が確保され、荒造成が完了していることを確認

３－３等※２：空地の整備（既存建築物の位置によっては最低限支障物件の撤去）

表 14：許可申請（本申請）時に必要な書類（正副）

包括同意基準・個別提案基準 1 2 3-2 3-3 等※２

許可申請書 ● ● ● ● 

委任状 ● ● ● ● 

公図※１ 

（原則３か月以内、敷地を青・空地等を赤で囲む、正は原

本） 

● ● 
● 

（コピー可）
● 

全部事項証明書（土地登記簿謄本）※１ 

（原則３か月以内、正は原本） 
● ● ● 

誓約書(正は原本) ▲1 ● ● 

印鑑登録証明書（原則３か月以内、正は原本) ▲1 ● ● 

案内図 ● ● ● ● 

周辺現況図 ● ● ● ● 

配置図（敷地を青・空地等を赤で囲む） 

建築確認申請

図書に準じる 

● ● ● ● 

敷地・建物求積図 ● ● ● ● 

平面図 ● ● ● ● 

立面図 ● ● ● ● 

現場写真 ● ● ● ● 

関係機関手続き写し又は協議済報告 ● ▲2

開発行為の許可通知書の写し、開発行為施行区域内における建

築物等の制限解除通知書の写し及び土地利用計画図 
● 

その他必要に

応じて 

関係機関手続き写し又は協議済報告 ● ● 

道路台帳平面図（よこはま建築情報センタ

ー） 
● ● 

道路台帳区域線図(よこはま建築情報セン

ター)又は道水路等境界明示図・復元図(各土

木事務所） 

● ● 

その他 ● ● ● ● 

※１ 法務局出張所で取得したものに限ります。具体的には事前に担当者にご相談ください。

※２ 包括同意基準３－３の２、個別提案基準３－４、３－４の２、３－５なども該当。

▲ 道の管理、所有、形態により、1 又は２のいずれかが必要となります。
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（３）認定申請 
 
    認定申請書正副（第 48号様式）には、表 15に示す資料の添付が必要になります。また、認

定通知書の交付前までに現場整備の確認が条件となります。手数料として 27,000 円が必要で

す。 

■現場整備の確認のポイント 
認定基準 １ ：道の存在を確認（不要の場合あり） 

 ２ ：道の整備（既存建築物の位置によっては支障物件の撤去） 

 

 

表 15：認定申請（本申請）時に必要な書類（正副） 

認定基準 1 2 

認定申請書 ● ● 

委任状 ● ● 

公図※１ 

（原則３か月以内、敷地を青・道を赤で囲む、正は原本） 
● ● 

全部事項証明書（土地登記簿謄本）※１ 

（原則３か月以内、正は原本） 
● ● 

承諾書（正は原本）   ● 

誓約書(正は原本) ▲1   

印鑑登録証明書（原則３か月以内、正は原本) ▲1 ● 

案内図 ● ● 

周辺現況図 ● ● 

認定にかかる道の詳細図（法の道路から敷地に至るまでのもの） ● ● 

配置図（敷地を青・道を赤で囲む） 

建築確認申請図書に準じる 

● ● 

敷地・建物求積図 ● ● 

平面図 ● ● 

立面図 ● ● 

現場写真 ● ● 

関係機関手続き写し又は協議済報告 ▲2   

その他必要に

応じて 

関係機関手続き写し又は協議済報告   ● 

道路台帳平面図（よこはま建築情報センター）   ● 

道路台帳区域線図(よこはま建築情報センター)又は道

水路等境界明示図・復元図(各土木事務所） 
  ● 

その他 ● ● 

※１ 法務局出張所で取得したものに限ります。具体的には事前に担当者にご相談ください。 

▲  道の管理、所有、形態により、1 又は２のいずれかが必要となります。 
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（４）変更と軽微な変更

ア 名義変更

名義変更は横浜市建築基準法施行細則第 15 条による名義変更届（P.77 第 12 号様式）によ

り行います。ただし、申請者が変更される場合で誓約書又は承諾書の添付が許可・認定条件の

場合は、最新の公図及び土地登記事項証明書、新たな申請者の誓約書又は承諾書（印鑑登録証

明書添付）が必要です。なお、設計者が変更した場合は、原則として再度許可・認定申請が必

要です。 

イ 計画変更

建築確認手続上、軽微な変更の対象となる変更は、計画変更承認申請書（正）及び計画変更

承認通知書（副）（P.75・76）により処理します。それ以外については、原則として取下届（P.78 

第 13 号様式）を提出の上、再度許可・認定申請手続が必要です。
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３ 空地に関する権利者の誓約書について【※許可申請の場合】 

法第43条第２項第２号の許可にあたっては、交通上、安全上、防火上及び衛生上の観点から、空

地の担保性が非常に重要です。 

このため、包括同意基準１以外は、原則、道路状空地の維持及び管理について、関係権利者から

の誓約書の提出が条件となります。 

特に、本許可制度における許可を必要としない接道規定を満たしている建築物の敷地（以下「空

地の入口敷地等」という。）の所有者が空地の一部を所有している場合には、その部分は将来にわ

たって空地として担保されているとはいえません。したがって、許可の適用にあたっては空地の入

口敷地等の所有者からの空地部分の土地の誓約書が非常に重要になります。 

（１）誓約書について

空地の担保性は原則、関係権利者（空地や敷地の土地所有者、家屋所有者（申請者）等をい

います。）からの道路状空地の維持及び管理についての誓約書（実印の押印及び印鑑登録証明

書添付）によって確認を行います。ただし、当該誓約書が提出されていることと同様に空地と

しての担保性が高いと判断できる次のいずれかの場合については報告書の提出等とすること

が出来ます。 

※包括同意基準３－３において、「敷地分割・新規土地利用をする場合」、「地階を除く階

数が３階以上の建築物を建築する場合」又は「長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に

供する建築物でその用途に供する床面積の合計が100㎡を超えるものを建築する場合」（以

下「敷地分割する場合等」といいます。）は、後述の②、③に該当する場合であっても全

ての関係権利者からの誓約書の提出が必須となりますのでご注意ください。

① 空地を公的機関が管理する場合（参考図に示す公道型の場合）

② 所有状況により道路状に維持管理される担保性が高い場合（参考図に示す飛地所有型、

共有型の場合）で、誓約書の提出が困難な空地の部分についての関係権利者への説明経

過の報告書（記載例 P.61）が提出されている場合

③ ①、②のいずれにも該当しない場合で、空地に縁石等が既に設置されている等、道路の

形態が明確であり、特定行政庁が道路状に維持管理される担保性が高いと認めた場合

③を適用する基準は、包括同意基準３－３・３－３の２、個別提案基準３－４・３－４の２・

３－５に限ります。また、その適用については、道路判定委員会において個別に審議されます。

なお、審議にあたり、以下に例示する内容等について報告書の提出が必要になります。 

【報告内容の例】  

・関係権利者への説明経過

・これまでの空地の維持管理の状況

・その他特定行政庁が必要と認める事項 等
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公道型 飛地所有型 共有型 中心線所有型 片側所有型
専通所有型

(第三者所有含む）

２階建の戸

建住宅等小

規模な建築

物に建て替

える場合

①誓約書は不

要です。ただ

し、公道以外

の場合は、関

係機関との協

議議事録等の

提出が必要に

なる場合があ

ります。 

②原則として誓約書が必

要ですが、道路状に維持管

理される担保性が高いた

め、関係権利者への説明経

過の報告書（記載例（P.6

1））等に代えることができ

ます。 

③原則として誓約書が必要です。

 ただし、①、②のいずれにも該当しない場

合で、空地に縁石等が既に設置されている

等、道の形態が明確であり、特定行政庁が

道路状に維持管理される担保性が高いと認

めた場合についてはこの限りでありませ

ん。また、その適用については、道路判定委

員会において個別に審議されます。なお、

審議にあたり、前ページに例示する内容等

について報告書の提出が必要になります。

敷地分割す

る場合等 
許可の要件として誓約書

が必要です。 
許可の要件として誓約書が必要です。 

模式図

参考図（※上模式図のパターンは所有の別を表します。） 

（２）誓約書の様式について

誓約書の様式については次のとおりです。 

様式１（P.51）：包括同意基準３－３、個別提案基準３－４、個別提案基準３－５用 

様式２（P.53）：包括同意基準３－３の２、個別提案基準３－４の２用 

様式３（P.55）：包括同意基準３－２用 

公 

道

等 

全

宅

地

共

有 
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（３）空地の入口敷地等の緩和について

空地の入口敷地等の土地及び建築物所有者等による次の表のいずれかの内容の誓約書が提出さ

れた場合、空地の入口敷地等で建築を計画する際に、同表の○のついた項目で緩和措置が受けられ

ます。空地の入口敷地等では、本許可制度による許可手続は不要です。 

誓約書の内容 後退により生じる空地に関する緩和の対象 

後退の実施 後退部分 敷地面積 
建蔽率 北側斜線 採 光 窓先空地 

※１ ※２ ※１ ※１

中心２ｍ又は

片寄せ４ｍ後

退 

道路状整備 不算入 ○ ○ ○ ○ 

算入 ○ × × × 

空地を確保 算入 × × × × 

現道幅員維持 ― ― × × × × 

※１ 横浜市建築基準法取扱基準集第５章5-3「建蔽率の緩和」を参照。

※２ 横浜市建築基準法取扱基準集第５章5-10「『道路、水面、線路敷その他これらに類する

もの（広場及び公園を除く。）』の取扱い」を参照。 

なお、空地の反対側の境界線までの土地を法の道路とみなして道路斜線制限を適用します。 

また、法第42条第２項に規定する道路と交わる角敷地の場合には、底辺２ｍ以上の隅切りも必要

となります。 
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４ 道に関する権利者の承諾書について【※認定申請の場合】 

法第43条第２項第１号の認定にあたっては、交通上、安全上、防火上及び衛生上の観点から、道

の担保性が非常に重要です。 

このため、認定基準２の適用については、省令により、「①道の敷地となる土地の所有者」、「②

その土地について権利を有する者」及び「③当該道を道路位置指定の基準に適合するよう管理する

者（以下「管理者」といいます。）」の承諾書の提出が必要になります。 

許可の際に必要となる「誓約書」とは異なりますのでご注意ください。 

（※認定基準１⑴エの適用を受ける際の誓約書は、「誓約書（様式４）」となります。） 

（１）承諾書の提出が必要な関係権利者について

承諾が必要な関係権利者は、道の敷地となる土地の所有権、地上権、賃借権、抵当権等、不動産

登記法第３条に掲げる権利を有する者及び当該権利に関する同法第105条の規定に基づく仮登記の

登記権利者等をいい、当該権利者の確認は、土地登記事項証明書の甲区（所有権）及び乙区（所有

権以外の権利）の記載事項により行います。なお、根抵当権は抵当権に含まれます（民法第398条

の２第１項及び第２項）。 

関係権利者が制限行為能力者である場合には、法定代理人、保佐人又は補助人の同意若しくは後

見人の代理行為による承諾が必要となります。法定代理人、保佐人、補助人及び後見人の確認は、

戸籍全部事項証明書等により行います。 

（２）管理者について

  道の所有者は管理者を兼ねるものとします。管理の委託等により、道の所有者の他にも管理者が

いる場合には、当該管理者の承諾書の提出も必要となります。 

（３）承諾書の取り方について

道の形態によらず、道の敷地となる土地すべてについて承諾書の提出が必要となります。 

なお、承諾書の様式についてはP.59 様式５になります。 

（４）道の入口敷地等の緩和について

道の入口敷地等の土地及び建築物所有者等による次の表の内容の承諾書が提出された場合、道の

入口敷地等で建築を計画する際に、同表の○のついた項目で緩和措置が受けられます。道の入口敷

地等では、本認定制度による認定手続は不要です。 

承諾書の内容 後退により生じる道に関する緩和の対象 

後退の実施 後退部分 敷地面積 
建蔽率 北側斜線 採 光 窓先空地 

※１ ※２ ※１ ※１

中心２ｍ又は

片寄せ４ｍ後

退 

道路状整備 

不算入 ○ ○ ○ ○ 

算入 ○ × × × 

※１ 横浜市建築基準法取扱基準集第５章5-3「建蔽率の緩和」を参照。

※２ 横浜市建築基準法取扱基準集第５章5-10「『道路、水面、線路敷その他これらに類する

もの（広場及び公園を除く。）』の取扱い」を参照。 

なお、空地の反対側の境界線までの土地を法の道路とみなして道路斜線制限を適用します。 

また、法第42条第２項に規定する道路と交わる角敷地の場合には、底辺２ｍ以上の隅切りも必要

となります。 
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（様式１） 

誓約書 

年 月 日 

（提出先） 

横 浜 市 長 

 区 に存在する空地に関連して、次の事項について

誓約いたします。 

記 

１ 敷地及び家屋所有者にあっては、上記の基準時の道の から水平距離 ｍ

の部分、又は空地幅員     ｍから ｍ部分を、将来にわたり道路状に維持、管理する

こと 

２ 空地の所有者にあっては、上記の空地の幅員 ｍから ｍの部分を将来にわたり

道路状に維持、管理すること 

３ 道路状部分については、 舗装にて路面整備すること 

４ 許可申請地においては、将来にわたり許可基準に従って敷地及び建築物を維持、管理すること 

５ 今後、当該空地を建築基準法第４２条に規定する道路として築造する場合にあっては、これに協

力すること 

６ 敷地又は建築物及び空地部分を第三者に転売する場合にあっては、本誓約内容について継承する

こと 

関係権利者（土地所有者等） 

空地、敷地、 

家屋の別 
地 番 

共有持

分割合 
氏 名 現 住 所 実 印 

※ 印鑑登録証明書を添付すること。
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（様式１） 

誓約書 

○○年○○月○○日 

（提出先） 

横 浜 市 長  

 

  □□ 区 △△○丁目 ○○○－○○  に存在する空地に関連して、次の事項について誓約

いたします。 

 

記 

                                  

１ 敷地及び家屋所有者にあっては、上記の基準時の道の  中 心  から水平距離 ○.○○ ｍ

の部分、又は空地幅員 ○.○○ ｍから ○.○○ ｍ部分を、将来にわたり道路状に維持、管理する

こと 

 

２ 空地の所有者にあっては、上記の空地の幅員 ○.○○ ｍから ○.○○ ｍの部分を将来にわた

り道路状に維持、管理すること 

 

３ 道路状部分については、 アスファルト 舗装にて路面整備すること  

 

４ 許可申請地においては、将来にわたり許可基準に従って敷地及び建築物を維持、管理すること 

 

５ 今後、当該空地を建築基準法第４２条に規定する道路として築造する場合にあっては、これに協

力すること 

 

６ 敷地又は建築物及び空地部分を第三者に転売する場合にあっては、本誓約内容について継承する

こと 

 

関係権利者（土地所有者等） 

空地、敷地、 

家屋の別 
地 番 

共有持

分割合 
氏  名 現 住 所 実 印 

空地 ○○○－○○ ２/３  □□ □□ 
××市▲▲区○○二丁目 

○○―○○ 

 

空地 ○○○－○○ １/３  ▽▽ ▽▽ 
××市▲▲区○○二丁目 

○○―○○ 

 

敷地 △△△－△△ 
 

 ◇◇ ◇◇ ◎◎市◇◇区△△町○○－○ 
 

家屋 

(申請者) 
△△△－△△ 

 
 ※※ ※※ ◎◎市◇◇区□□町○○－○ 

 

      

※ 印鑑登録証明書を添付すること。 

申請者の氏名を記入。 
空地、申請地の全ての地番を記入。 

家屋については申請者が誓約する。 

記載例１（包括同意基準３－３等の誓約書） 

空地の地番を記入。空地に地番が

ない場合は、申請地の地番を記入

し「○○○地先」と記入。 

誓約した日を記入。 

空地の幅員（後退前の幅員）を記入。 

舗装方法（砂利敷き、アスファルト、コンクリート等）を記入。 

原則として、登記簿の内容に合わせる。 

所有権が何につい

てであるかを記入。 

所有権が共有である場合その割合を

記入。共有でない場合は記入不要。 

後退が生じる場合記入。 

 

後退の基準となるところ（中心、反対

側、申請地側等を記入）を記入。 

後退を必要としない場合記入。 
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（様式２） 

誓約書 

年 月 日 

（提出先） 

横 浜 市 長 

 区 に存在する空地に関連して、次の事項について

誓約いたします。 

記 

１ 当該幅員 ｍの空地を 舗装の状態で、将来にわたり道路状に維持、管理

すること 

２ 当該空地の終端に幅員     ｍかつ奥行 ｍの終端整備敷を確保し、当該部分を 

舗装の状態で、将来にわたり道路状に維持、管理すること 

３ 将来にわたり許可基準に従って、敷地及び建築物を維持、管理すること 

４ 敷地又は建築物及び空地部分を第三者に転売する場合にあっては、本誓約内容について継承する

こと 

関係権利者（土地所有者等） 

空地、敷地、

家屋の別
地  番 氏 名 現 住 所 実 印 

※ 印鑑登録証明書を添付すること。
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（様式２） 

誓約書 

○○年○○月○○日 

（提出先） 

横 浜 市 長 

 

 

 

   □□  区 △△○丁目 ○○○－○○  に存在する空地に関連して、次の事項について

誓約いたします。 

 

 

記 

 

１ 当該幅員 ○.○○ ｍの空地を アスファルト 舗装の状態で、将来にわたり道路状に維持、管理

すること 

 

２ 当該空地の終端に幅員  ２  ｍかつ奥行  ２  ｍの終端整備敷を確保し、当該部分を 

 アスファルト 舗装の状態で、将来にわたり道路状に維持、管理すること 

 

３ 将来にわたり許可基準に従って、敷地及び建築物を維持、管理すること 

 

４ 敷地又は建築物及び空地部分を第三者に転売する場合にあっては、本誓約内容について継承する

こと 

 

 

関係権利者（土地所有者等） 

空地、敷地、

家屋の別 
地  番 氏  名 現 住 所 実 印 

空地 ○○○－○○  ○○ ○○ 
××市▲▲区○○二丁目 

○○―○○ 

 

敷地 △△△－△△  ◇◇ ◇◇ ××市▲▲区△△町○○―○ 
 

家屋 

(申請者) 
△△△－△△  □□ □□ ◎◎市◇◇区□□町○○○ 

 

     

     

※ 印鑑登録証明書を添付すること。 

申請者の氏名を記入。 

記載例２（包括同意基準３－３の２等の誓約書） 
誓約した日を記入。 

空地の地番を記入。空地に地番が

ない場合は、申請地の地番を記入

し「○○○地先」と記入。 

現況幅員を記入。 舗装方法（砂利敷き、アスファルト、コンクリート等）を記入。 

舗装方法（砂利敷き、アスファルト、コンクリート等）を記入。 

原則として、登記簿の内容に合わせる。 
所有権が何について

であるかを記入。 

空地、申請地の全ての地番を記入。 

家屋については申請者が誓約する。 
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（様式３） 

誓約書 

  年  月  日 

（提出先） 

横 浜 市 長 

 このたび、横浜市      区   に建築物を建築するにあたり、

次の事項について関係権利者の同意をもって誓約いたします。 

記 

  建築審査会包括同意基準３－２（１）ア又はウに規定する、開発予定道路又は位置指定予定道路

の築造完了まで当該建築物を使用しない、かつ、使用させないこと 

関係権利者（開発許可等申請者） 

現 住 所 
氏  名 実 印 

※ 印鑑登録証明書を添付すること。
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（様式３） 

誓約書 

○○年○○月○○日

（提出先） 

横 浜 市 長 

このたび、横浜市  □□ 区 △△○丁目 ○○○－○○  に建築物を建築するにあたり、

次の事項について関係権利者の同意をもって誓約いたします。 

記 

 建築審査会包括同意基準３－２（１）ア又はウに規定する、開発予定道路又は位置指定予定道路

の築造完了まで当該建築物を使用しない、かつ、使用させないこと 

関係権利者（開発許可等申請者） 

現 住 所 
氏 名 実 印 

△△△市□□□区××○丁目○○―○○
株式会社 ○○○○

代表取締役 ○○○○

※ 印鑑登録証明書を添付すること。

記載例３（包括同意基準３－２の誓約書） 

誓約した日を記入。 

申請地の地番を記入。筆が多けれ

ば「○○番外○筆」と記入。 

開発許可申請者、 

宅地造成工事許可申請者、 

道路位置指定申請者を記入。 
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（様式４） 

誓約書 

年 月 日 

（提出先） 

横 浜 市 長 

 区 に存在する道に関連して、次の事項について誓

約いたします。 

記 

１ 敷地及び家屋所有者にあっては、上記の道の幅員 ｍから ｍ部分を、将来にわ

たり道路状に維持、管理すること 

２ 道の所有者にあっては、上記の道の幅員 ｍから ｍの部分を将来にわたり道路

状に維持、管理すること 

３ 道については、 舗装にて路面整備すること 

４ 認定申請地においては、将来にわたり認定基準に従って敷地及び建築物を維持、管理すること 

５ 今後、当該道を建築基準法第４２条に規定する道路として築造する場合にあっては、これに協力

すること 

６ 敷地又は建築物及び道の部分を第三者に転売する場合にあっては、本誓約内容について継承する

こと 

関係権利者（土地所有者等） 

道、敷地、 

家屋の別 
地 番 

共有持

分割合 
氏 名 現 住 所 実 印 

※ 印鑑登録証明書を添付すること。
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（様式４） 

誓約書 

○○年○○月○○日

（提出先） 

横 浜 市 長 

□□ 区 △△○丁目 ○○○－○○  に存在する空地に関連して、次の事項について誓約

いたします。 

記 

１ 敷地及び家屋所有者にあっては、上記の道の幅員 ○.○○ ｍから ○.○○ ｍ部分を、将来にわ

たり道路状に維持、管理すること 

２ 道の所有者にあっては、上記の道の幅員 ○.○○ ｍから ○.○○ ｍの部分を将来にわたり道

路状に維持、管理すること 

３ 道については、 アスファルト 舗装にて路面整備すること 

４ 認定申請地においては、将来にわたり認定基準に従って敷地及び建築物を維持、管理すること 

５ 今後、当該道を建築基準法第４２条に規定する道路として築造する場合にあっては、これに協力

すること 

６ 敷地又は建築物及び道部分を第三者に転売する場合にあっては、本誓約内容について継承するこ

と 

 

関係権利者（土地所有者等） 

道、敷地、 

家屋の別 
地 番 

共有持

分割合 
氏 名 現 住 所 実 印 

道 ○○○－○○ ２/３ □□ □□
××市▲▲区○○二丁目 

○○―○○

道 ○○○－○○ １/３ ▽▽ ▽▽
××市▲▲区○○二丁目 

○○―○○ 

敷地 △△△－△△ ◇◇ ◇◇ ◎◎市◇◇区△△町○○－○

家屋 

(申請者) 
△△△－△△ ※※ ※※ ◎◎市◇◇区□□町○○－○

 

※ 印鑑登録証明書を添付すること。

記載例４（認定基準１⑴エの場合の誓約書） 

道の地番を記入。道に地番がない

場合は、申請地の地番を記入し

「○○○地先」と記入。 

誓約した日を記入。 

道の幅員を記入。 

舗装方法（砂利敷き、アスファルト、コンクリート等）を記入。 

原則として、登記簿の内容に合わせる。 

所有権が何につい

てであるかを記入。 

所有権が共有である場合その割合を

記入。共有でない場合は記入不要。 

申請者の氏名を記入。 

道、申請地の全ての地番を記入。 

家屋については申請者が誓約する。

道の幅員を記入。 



- 59 -

（様式５） 

承諾書 

年 月 日 

（提出先） 

横 浜 市 長 

 区 に存在する道に関連して、次の事項について承

諾いたします。 

記 

１ 各権利者にあっては、将来にわたり、申請者等が道の幅員 ｍから ｍ部分を通

行することについて承諾すること 

２ 敷地及び家屋所有者にあっては、道の幅員 ｍから ｍ部分を、将来にわたり道

路状に維持、管理すること 

３ 道の所有者及び管理者にあっては、上記の道の幅員 ｍから ｍの部分を将来に

わたり道路状に維持、管理すること 

４ 道については、 舗装にて路面整備すること 

５ 認定申請地においては、将来にわたり認定基準に従って敷地及び建築物を維持、管理すること 

６ 各権利者にあっては、今後、当該道を建築基準法第４２条に規定する道路として築造する場合に

あっては、これに協力すること 

７ 各権利者にあっては、敷地又は建築物及び道を第三者に転売する場合にあっては、本承諾内容に

ついて継承すること 

関係権利者（土地所有者等） 

道、敷地、 

家屋の別 
地 番 

共有持

分割合 

権利等 

の種別 

氏 名 現 住 所 実 印 

※ 印鑑登録証明書を添付すること。

※ 管理者とは、建築基準法施行規則第10条の４の２第２項に規定する「道を基準に適合するように

管理する者」をいいます。

※ 道の所有者は管理者を兼ねるものとします。道の所有者の他に管理者がいる場合は、権利等の種

別の欄に「管理者」と記載し、当該管理者の承諾も得ること。
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（様式５） 

承諾書 

○○年○○月○○日

（提出先） 

横 浜 市 長 

 □□□  区 △△ ○丁目 ○○○－○○  に存在する道に関連して、次の事項について

承諾いたします。 

記 

１ 各権利者にあっては、将来にわたり、申請者等が道の幅員 ｍから ｍ部分を通

行することについて承諾すること 

２ 敷地及び家屋所有者にあっては、道の幅員 ○.○○ｍから ○.○○ｍ部分を、将来にわたり道

路状に維持、管理すること 

３ 道の所有者及び管理者にあっては、上記の道の幅員 ○.○○ｍから ○.○○ｍの部分を将来に

わたり道路状に維持、管理すること 

４ 道については、アスファルト 舗装にて路面整備すること 

５ 認定申請地においては、将来にわたり認定基準に従って敷地及び建築物を維持、管理すること 

６ 各権利者にあっては、今後、当該道を建築基準法第４２条に規定する道路として築造する場合に

あっては、これに協力すること 

７ 各権利者にあっては、敷地又は建築物及び道を第三者に転売する場合にあっては、本承諾内容に

ついて継承すること 

 

関係権利者（土地所有者等） 

道、敷地、 

家屋の別 
地 番 

共有持

分割合 

権利等 

の種別 

氏 名 現 住 所 実 印 

道 
○ ○ ○ －

○○ 
1/3 所有権 □□ □□

××市▲▲区○○二丁目 

○○―○○ 

道 
○ ○ ○ －

○○ 
2/3 所有権 ▽▽ ▽▽

××市▲▲区○○二丁目 

○○―○○

道 
○ ○ ○ －

○○ 
抵当権 ○○ ○○

□□市▲▲区◇◇町

○○―○○ 

敷地 
△ △ △ －

△△ 
◇◇ ◇◇

◎◎市◇◇区△△町

○○－○

家屋 

(申請者) 

△ △ △ －

△△ 
※※ ※※ 

◎◎市◇◇区□□町

○○－○

※ 印鑑登録証明書を添付すること。

※ 管理者とは、建築基準法施行規則第10条の４の２第２項に規定する「道を基準に適合するように

管理する者」をいいます。 

※ 道の所有者は管理者を兼ねるものとします。道の所有者の他に管理者がいる場合は、権利等の種

別の欄に「管理者」と記載し、当該管理者の承諾も得ること。

記載例５（認定基準２の承諾書） 

道の地番を記入。道に地番がない

場合は、申請地の地番を記入し

「○○○地先」と記入。 

承諾した日を記入。 

道の幅員を記入。 

舗装方法（砂利敷き、アスファルト、コンクリート等）を記入。 

原則として、登記簿の内容に合わせる。 

権利が何について

であるかを記入。 

所有権が共有である場合その割合を

記入。共有でない場合は記入不要。 

道の幅員を記入。 

申請者の氏名を記入。 

 
道、申請地の全ての地番を記入。 

家屋については申請者が承諾する。

 

敷地・家屋について

は記載不要。 
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（記載例） 

説明経過報告書 

年 月 日 

（提出先） 

横 浜 市 長 

（報告者）○○○○株式会社 

代表取締役 ○○ ○○ 

区 に存する空地に関して、次のとおり説明しましたので報告します。 

１ 説明内容 

□ 将来にわたり空地を道路状に維持管理を行うこと

□ 道路状部分について路面整備すること

□ 

□ 

２ 説明状況 

空地の 

地 番 

共有持 

分割合 

空地の土地所有者 

氏 名 
説明日 

説明者 

氏名 

※説明内容にチェックする

その他説明事項があれば追加

※申請者

※実際に説明した方

記載例６（説明経過報告書） 
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建築基準法第４３条許可・認定事前相談票  提出日：  年  月  日 

 申 請 者 住 所 

 氏 名 

電話番号 － － 

 代 理 者  住 所 

会 社 名   担当者氏名 

電話番号 －  － 

 敷 地 の 位 置  横浜市  区 

 区 域 区 分  市街化区域・市街化調整区域  防火の指定  防火地域・準防火地域・無指定 

 用 途 地 域  一低・二低・一中高・二中高・一住・二住・準住 

近商・商業・準工・工業・工専 

容積率 ％ 

建蔽率 ％ 

 敷 地 面 積 ㎡（≧１００㎡） （ 分割：有・無 ）（路地状部分：有・無） 

 建築物の概要 主要用途 延床面積 構 造 階 数 

 申請部分  ㎡ 造 地上 ／地下 

相 談 理 由 □ 確認申請のため

□ 物件調査のため

□ 横浜市木造住宅耐震改修促進事業のため

□ その他（ ） 

 備   考 
※

受

付

欄
道路台帳  P 

担当者 

・次の資料を添付して１部提出してください。

□ 案内図※１

□ 周辺現況図（現状の道の幅員を明記してください。また、認定の申請をしようとする場合は、

法の道路から敷地に至るまでの詳細が分かるものとしてください。） 

□ 公図※１・登記事項証明書※２（登記事項要約書に代えることができます）

□ 建築計画概要書

□ 現場の写真

・公道に関連する場合には上記資料に次の資料を追加してください。

□ 認定路線図・道路台帳区域線図・平面図（よこはま建築情報センター）

□ 道水路等境界明示図・復元図（各土木事務所に備えてあります）
※１ 案内図及び公図に相談の対象となっている道及び敷地の位置を朱書きで明示してください。
※２ 相談の対象となっている道及びその道に接する土地に関する関係権利者すべてのものが必要

   です。道に接する土地に建築物がある場合にはその関係権利者についても同様です。コピーや 
オンライン請求によるものでも構いません。詳細は市街地建築課にご相談ください。

 判定には通常約２週間かかります。結果については電話で回答します。また、相談内容に関して 

来庁される場合は、担当者が在室しているかを電話（045-671-4510）で確認の上、お越しください。 



























正 
横浜市建築基準法施行 
細則第 15 条の規定による 許可・認定に関する計画変更承認申請書 
 
 
建築基準法第 43 条第２項      
 

の規定により    年  月  日、横浜市建市街指令 第 43      号 
（   年  月  日 変更承認） 

                           変更承認の経緯があるものは記入してください。 
 
で許可・認定を受けた建築計画の一部を、次のとおり計画変更したいので関係図書を添えて届け出ます。 
 
 横浜市長   年  月  日 

 
申請者  住 所 
 
          氏 名                           

１建築主 
住 所  

氏 名  

２代理者 
住 所  

氏 名                                      担当     ℡   (    )        

３設計者 
住 所  

氏 名                                                                              

４  
敷 地 
  の 
位 置 

ｱ 地名地番 横浜市    区       

ｲ 用途地域        地域 ｳ 基準建蔽率      ％ ｴ 基準容積率        ％ 

ｵ 防火地域 防火・準防火・指定なし ｶ 高度地区 最  限第  種高度地区  

ｷ その他の地域等  ５工事種別  

６主 要 用 途         ７構造   造 ８階数 地上  F/ 地下  F ９高さ ｍ 

10 許可･認定を受け 

 た事項（具体的数値） 

 
横浜市建市街指令 第      号      年  月  日 
 
 

 許可・認定時 最終変更時 今回変更後 
建蔽・ 
容積率 

前回手続き時との増減 

11 敷 地 面 積            ．  ㎡ ．  ㎡ ．  ㎡  ．  ㎡ 

12 建 築 面 積            ．  ㎡ ．  ㎡ ．  ㎡ ％ ．  ㎡ 

13 延 べ 面 積            ．  ㎡ ．  ㎡ ．  ㎡  ．  ㎡ 

14 容積率対象面積     ．  ㎡ ．  ㎡ ．  ㎡ ％ ．  ㎡ 

15 計画変更理由及び概要    受 付 欄 

 

 

決
裁
欄 

市街地建築課長 担 当 係 長 担 当 者       文 書 主 任 公 印 承 認 

                                  意見 

変更内容が軽微であり、承認す

るも支障ない。 

注意事項：１ この計画変更承認申請書は、必ず担当者と事前協議を行ってから提出してください。 
２ 図面内の変更部分は、原則として変更後の設計図書に許可時の計画を朱書表示してください。 

承認日：    年  月  日

第１号 

第２号 



副 
横浜市建築基準法施行 
細則第 15 条の規定による 許可・認定に関する計画変更承認通知書 
 
 
建築基準法第 43 条第２項     の規定により    年  月  日、横浜市建市街指令 第 43    号 

             （   年  月  日 変更承認） 
 
 
で許可・認定を受けた建築計画について 
 

   年   月   日 承認申請のあった許可・認定に関する計画変更を承認したので通知します。 
 

   年   月   日 
  
                    横 浜 市 長                    

 

 
 

１建築主 
住 所  

氏 名  

２代理者 
住 所  

氏 名                                      担当     ℡   (    )      

３設計者 
住 所  

氏 名                                                                                

４  
敷 地 
  の 
位 置 

ｱ 地名地番 横浜市    区 

ｲ 用途地域        地域 ｳ 基準建蔽率      ％ ｴ 基準容積率       ％ 

ｵ 防火地域 防火・準防火・指定なし ｶ 高度地区 最 限第 種高度地区  

ｷ その他の地域等  ５工事種別  

６主 要 用 途                ７構造 造 ８階数 地上 F/ 地下 F ９高さ ｍ 

10 許可･認定を受け 

 た事項（具体的数値） 
横浜市建市街指令 第      号      年  月  日 

 許可・認定時 最終変更時 今回変更後 
建蔽 
・容積率 前回手続き時との増減 

11 敷 地 面 積          ．  ㎡    ．  ㎡     ．  ㎡  ．  ㎡ 

12 建 築 面 積           ．  ㎡    ．  ㎡     ．  ㎡ ％ ．  ㎡ 

13 延 べ 面 積           ．  ㎡    ．  ㎡     ．  ㎡  ．  ㎡ 

14 容積率対象面積    ．  ㎡    ．  ㎡     ．  ㎡ ％ ．  ㎡ 

15 計画変更理由及び概要 
  

 
 
 
 
 
 
 

注意事項 
１． 計画変更承認申請をする際は、必ず担当者と事前協議を行ってから提出してください。 
２． 図面内の変更部分は、原則として変更後の設計図書に許可時の計画を朱書表示してください。 
３． この計画変更承認通知書は、許可・認定通知書に添えて大切に保管してください。 

 

第１号 

第２号 



第 12 号様式（第 15 条第１項第１号・第６項） 

 

名 義 変 更 届 

  年  月  日 

（届出先） 

 横浜市長 

 建築主事 

                            届出者    住所 

                                       氏名 

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

 

横浜市建築基準法施行細則第 15 条第１項第１号・第６項の規定により、次のとおり届け出ます｡ 

１ 
承 認 ･ 許 可 ･ 認 定 ･ 指 定 の 

年 月 日 及 び 番 号 
      年   月   日         第                 号 

２ 建 築 主 住 所 ・ 氏 名
ふりがな

 

新 
〒 

 電話   （   ）     

旧 
〒 

 電話   （   ）     

３ 設 計 者 住 所 

新 
〒 

 

旧 
〒 

 

４ 工 事 監 理 者 住 所 ･ 氏 名 

新 

（    ）建 築 士（     ）登録第     号 

（    ）建築士事務所（     ）登録第     号 

〒 

 電話   （   ） 

旧 

（    ）建 築 士（     ）登録第     号 

（    ）建築士事務所（     ）登録第     号 

〒 

 電話   （   ） 

５ 工 事 施 工 者 住 所 ･ 氏 名 

新 

建設業の許可（大臣 知事）第      号 

〒 

 

 電話   （   ） 

旧 

建設業の許可（大臣 知事）第      号 

〒 

 

 電話   （   ） 

６ 変 更 の 理 由 
 

 

（注意） 

 １ 届出者は、旧又は新建築主としてください。 

 ２ ※印のある欄は、記入しないでください。 

 ３ ２通作成してください。 

 ４ 確認済証等を添えて提出してください。 

  

 

※

受

付

欄 

 

（Ａ４） 



第 13 号様式（第 16 条第１項・第５項） 

 

取 下 届 

 

年   月   日 

（届出先） 

横浜市長 

建築主事 

届出者 住所                    

氏名                    

（法人の場合は、名称・代表者の氏名）    

                    

横浜市建築基準法施行細則第 16 条第１項・第５項の規定により、次のとおり届け出ます。 

１ 申 請 の 種 類 確 認 ・ 検 査 ・ 承 認 ・ 許 可 ・ 認 定 ・ 認 可 ・ 指 定 

２ 申 請 年 月 日 年 月 日 

３ 建 築 主 住 所 氏 名  

４ 敷 地 の 地 名 地 番  

５ 取 下 げ の 理 由  

６ 備 考  

 

※

受

付

欄

 

 （注意） 

１ 届出者は、建築主となります。 

２ ※印のある欄は、記入しないでください。 

３ ２通作成してください。 

 

（Ａ４） 
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